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1. 具体的な税務事例をもとに解説！

2. 実務に役立つ税金相談の理論書！

3. 判決、裁決例を登載！

4. 権威ある武田グループによる執筆！

●期末在庫に含まれている教育訓練費に係る人材投資税制
●棚卸資産に係る低価法の時価（平成19年度税制改正）
●法定評価方法とその変更

２－３　有価証券（120問）
●有価証券の評価方法
●いわゆる社債発行差金の処理
●従業員に対する新株の有利な金額による割当て
●子会社株式を他の子会社に譲渡した場合の売却損
●未上場株式の譲渡益を相殺するための上場株式の譲渡
●株式の退職給付信託への拠出と適格年金への充当
●議決権のない株式の評価

２－４　固定資産（156問）
●土地の取得に伴い市町村のために支出した費用
●組織再編成の場合の期中償却と一般の場合の期中償却
●定額法から定率法への変更
●定率法から定額法への変更
●国外リース資産とリース期間定額法
●所有権移転外リース取引に係る税制改正
●新しい 250％定率法による具体的な計算（平成19年度税制改正）
●中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入特例の適
　用対象
●減価償却済の資産に対する資本的支出の費用化
●無形固定資産の償却の特例
●子会社の借地権の無償の返還
●減損会計と中小企業

２－５　繰延資産（31問）
●社員の引抜費用と「その他の繰延資産」
●税法における繰延資産の自由償却

カレント・タックス・ハイライト
■総則
１－１　総説（201問）
●自治体に対する駐車場用地の貸付け
●株式会社の公益事業部門への切替え
●実費弁償方式承認の要件
●協会の有する子会社のリストラと収益事業
●不動産貸付業と公益法人課税
●社団法人傘下の株式会社の譲渡
●ゴルフ会員権に係る売却損の負担
●収益事業部門からの無利息の借入金及び資金の引上げ
●減価償却を行えば欠損となる場合
●組織変更に伴う課税関係
●財団法人の株式会社への転換
●新規財団法人の設立
●認定ＮＰＯ法人の認定が取り消された場合
●外国パートナーシップのパートナーに対する源泉徴収制度の創設
●年金基金による匿名組合出資に係る課税上の留意点
●親会社から請求されたＩＴチャージに係る源泉税の有無
●特定外国子会社の課税対象留保金額の計算
●タックス・ヘイブン税制における二重課税排除について
●株券の電子化と配当に係る所得税額控除

１－２　同族会社（6問）
■資産
２－１　金銭債権（68問）
●取引を打切った得意先に対する売掛金の貸倒れ処理
●外国子会社に対する債務免除と同社株式の譲渡による損失
●債務の株式化（ＤＥＳ）に係る会計処理の整合性

２－２　棚卸資産（37問）

本書の特色

1. 具体的な税務事例をもとに解説！
本書は、単なる問答式的な解説書ではなく、ありきたりな質問を省いて税務実務の中から具体的な1700事例を収集して、
「事例」、「結論」、「解説」および「参考」の順序でまとめた解説書です。

2. 実務に役立つ税金相談の理論書！
各事例ごとに問題解決を主眼として、理論的かつ総合的に判断し明快な結論を出すとともに、法人税に関連する相手方の
税問題（所得税等を含む）まで言及した、いわば税金相談の理論書です。また、理論的に結論を導くに至った過程やその根拠を、
法令、通達、類似問題を提示して詳しく解説しています。

3. 判決、裁決例を登載！
結論がはっきりしているだけでなく、その結論や背景を知るために裁判所の判決や国税不服審判所の裁決例の要旨は
もちろんのこと、必要に応じてその全文を掲げたので、問題解決のための理論的な手掛りをつかむことができます。

4. 権威ある武田グループによる執筆！
成蹊大学の名誉教授として税法学界で活躍している武田昌輔先生を中心とした研究グループ、立法担当経験者をはじめ
第一線の実務経験者のベテランメンバーが執筆しており、理論と実践の両面からアプローチした解決策を提供しています。

 内容構成（抜粋） ※本書は1700以上の事例を登載しています。以下は主な事例の抜粋です。

第１巻

第２巻

●商店街のアーケードの撤去費用とタイル・ブロックの張替え
■負債・資本
３－１　引当金・準備金（1問）
●準備金について損金経理と利益処分の双方を用いた場合

４－１　資本等取引（37問）
●資本減少に伴う払戻しを行った場合
●組織変更の新株に代わる自己株式の取得
●剰余金の配当等を現物（自己株式）で受けた場合の処理

■収益
５－１　収益の計上（37問）
●日照権侵害に伴う賠償金を受けた場合の取扱い
●売上割戻しの支払保留と仕入割戻しの収益の計上

５－２　受取配当・受取利息（28問）
●資本準備金からの配当
●自己株式の取得とみなし配当

５－３　受贈益・債務免除益等（33問）
●株式投資信託の収益分配金に係る源泉徴収と益金不算入
●役員の債務免除と私財提供
●違法配当であるとして返還された配当金相当額の取扱い
●地方公共団体からの債務免除

■営業経費等
６－１　役員給与等（96問）
●理事に対する盆暮の支給と届出
●立退料の収受と理事に対する報酬の増額等
●年度の中途で新たに常勤理事となった者に対する報酬
●役員報酬の辞退と源泉徴収
●理事に対する減給処分と定期同額給与
●出向した役員に対する役員報酬の較差補てん
●社長及び会社の従業員に対するストック・オプション
●弁護士法人・税理士法人等に対するストック・オプション

６－１－２　退職給与金等（87問）
●死亡による保険金収入と死亡役員の退職金
●転籍の従業員に対する退職金の損金算入
●法人成りの会社が個人事業から引き継いで従業員に退職金を支
　払った場合
●パ－トから正規職員となった場合の退職金

６－２　寄附金（145問）
●「○○先生を励ます会」のパーティ券の取扱い
●みなし寄附金と直接行う寄附金との関係
●他の公益法人等に対する寄附金
●寄附金の損金算入限度額とマイナス資本金等の額
●低廉譲渡と寄附金・認定賞与等
●不相当に高額又は低額での譲渡の場合の否認の論理
●安定株主を条件とする無利息の貸付け
●子会社に対する利息の免除

６－２－２　タックス・ヘイブン税制（12問）
●内部統制の体制整備強化とタックス・ヘイブン対策税制におけ
る　管理支配基準
●タックス・ヘイブン国にある特定外国子会社の欠損金は親会社
の　所得金額と相殺可能かどうか

６－２－３　移転価格税制（23問）
●従業員が海外子会社へ出向する場合の給与の負担

６－２－４　過少資本税制（2問）
●過少資本税制のポイントと海外法人の共有する支店についての
　適用関係

６－３　交際費・使途秘匿金等（117問）
●交際費課税における二重課税の問題
●特約店のセールスマンに対する報奨金の交際費課税等
●接待後の社員タクシー代と交際費
●交際費等と消費税
●社史の配布と交際費
●40周年の創立記念パーティの費用
●地元の名士に支払った謝礼と交際費（使途秘匿金）

●使途秘匿金の支出があったかどうかの判定時期
６－４　海外渡航費・広告宣伝費・販売費等（83問）
●本・支店間におけるクレジット・デフォルト・スワップの取扱い
●取締役に対する損害賠償金の会社の負担
●盗難・詐欺・使込み等に係る損失の計上時期について

６－５　繰越欠損金の控除（8問）
●欠損会社の全株を取得して従前の事業を行う場合の欠損金の控除

■譲渡損益等
７－１　譲渡損益等（126問）
●固定資産を譲渡してリースバックした場合
●土地の評価損と譲渡損失
●借地権の返還を受けた長期所有土地の買換え
●親子会社間の低廉譲渡の場合の事後調整
●土地、建物を同時に譲渡した場合の 142％基準の適用

■合併・分割等
８－１　組織再編成税制（5問）
●組織再編成税制における適格要件と会計処理
●親子会社等の合併・分割の場合の合併比率

８－２　会社の合併（72問）
●被合併法人から不良債権を引き継ぐ場合の処理について
●合併による合併法人及び被合併法人の債権、債務の相殺
●適格合併における被合併法人のマイナス利益積立金額
●100％子会社の合併と株式の消滅損
●新会社法における合併差損の税法上の取扱い

８－３　会社の分割（14問）
●含み損のある資産を分割後に譲渡した場合の譲渡損失
●会社分割の場合の分割会社からの債務の引継ぎ

８－４　現物出資・事後設立（17問）
●現物出資による資産の移転に係る消費税
●現物出資の場合の消費税の譲渡対価の額の計算

８－５　株式交換・株式移転・組織変更（11問）
●国外にある会社の買収と株式交換
●非適格株式交換の場合の評価損益の計上と不完全株式交換

８－６　清算所得（13問）
●解散の場合の清算所得課税と株主に対するみなし配当

■申告・税率
９－１　申告・申告調整等（23問）
●青色申告承認申請書の提出期限
●決算の修正と修正申告

９－２　更正・決定（10問）
●法定申告期限より１年を経過した後の更正の請求

９－３　税率（21問）
●外国税額控除制度の概要について

９－４　附帯税（12問）
●事実の隠ぺい・仮装と重加算税

■雑則
１０－１　雑則・罰則（12問）
●税務調査における理由開示等
●税務職員の守秘義務

■連結納税制度
１１－１　連結納税制度（7問）
■消費税
１２－１　消費税（44問）
●国外からローヤリティを受けた場合輸出取引となるか
●簡易課税の選択不適用届出について（公益法人等）
●仕入割戻しの経理と消費税の仕入税額控除
●収益計上した仕入割引と消費税の簡易課税
●ＳＰＣが取得する居住用不動産にかかる消費税

■索引
●事項別索引
　（各事例中の主なキーワードを五十音順に配列したものです。）
●判決例
●国税不服審判所裁決

第３巻

第４巻

会社税務の諸問題を豊富に集め、それぞれに明快な解説を加えた税務エキスパートに必携の書！




